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道央地域ごみ処理専門委員会における検討結果 

恵庭市・北広島市・長沼町・南幌町・由仁町の２市３町で構成する道央地域（以下、「本

広域という」）における生ごみ、可燃物の適正処理方法を検討するにあたり、本広域におけ

る今後のごみ処理のあり方について、本委員会では次のように提言いたします。 

平成１３年１月に施行された「循環型社会形成推進基本法」は、天然資源の消費を抑制

し、環境負荷をできる限り低減する社会の形成を目指した法律であり、①廃棄物等の発生

抑制、②不用物の再使用、③不用物の再生利用、④エネルギー回収、⑤廃棄物の適正処理

を推進するとしています。本広域においても、この主旨に則り、循環型社会の形成を目指

すのが望ましいと考えます。 

 

また、ごみ処理方法は、その時点のごみ処理に関する技術や社会の仕組みを考慮すると

共に、地域のごみ処理の歴史や、住民の意向を考慮して決定されるものであります。この

ため、検討にあたっては、本広域の特性を把握することが必要であり、その特性は次のと

おりであると考えます。 

①ごみの分別の方法は、恵庭市は生ごみを分別しないで可燃ごみとしており、北広島市

は生ごみ・可燃物・不燃物を分別しないで普通ごみとして、長沼町・南幌町・由仁町

の３町は、ごみの処理に関して一部事務組合で共同処理しており、生ごみ・可燃物を

分別している。 

②３町は、生ごみの分別、堆肥化処理を行っており、堆肥は地域において利用されてい

る。 

③恵庭市及び３町では、可燃ごみの焼却処理を行っているが、ダイオキシン類排出規制

強化に伴い、平成１４年１２月以降現有施設での処理を行わない計画である。なお、

現行の可燃ごみ対象物は、添付資料に示すとおりとなっている。 

④構成市町間の距離は一番離れている恵庭市と由仁町との距離が約３０km と、輸送の点

で広域処理の条件に恵まれている。 

⑤埋立処分地は各々所有しており、比較的長期間の使用が可能である。なお、恵庭市、

北広島市の埋立処分地は、可燃物の直接埋立も可能であるが、長沼町・南幌町・由仁

町の３町の埋立処分地は、浸出水処理施設の能力の関係から可燃物の直接埋立はでき

ない。 
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上記の事柄を踏まえ、計８回にわたる道央地域ごみ処理専門委員会を開催し、協議を重

ねてきた結果、本委員会では、本広域における今後の生ごみ及び可燃物の処理としては、

次の方法が最も相応しいという結論となりました。 

 

 
 ・生ごみは分別し、２市３町で堆肥化処理（堆肥製造）を行う。 

 ・可燃物（生ごみを含まない）は、２市３町でＲＤＦ化処理（RDF製造）を行う。 

 

しかしながら、本委員会の審議過程においても明らかなように、ごみの適正処理方法に

ついては、他にもいくつかの有力な選択肢があることから、地域住民に広く情報を提供し、

住民の合意形成を図りながら、決定すべきものであることは言うまでもありません。 

本委員会としては、一定の処理方法を提示いたしましたが、審議過程における各委員の

それぞれの見解も参考にしながら、検討対象とした他の処理方法も併せて、今後も十分な

調査検証を行う必要があると考えます。 

また、本委員会での結論に至った経過、理由及び今後これらの処理を推進していくにあ

たっての留意点を以降に示します。 

 

●経過 

生ごみ、可燃物の処理方法を検討・選定するにあたり、まず考えられる処理方法を挙げ、

その組み合わせによりパターン分けを行いました。 

生ごみと生ごみ以外の可燃物を各々分別して処理する場合と、生ごみは分別せず可燃物

と一緒に処理する場合の２つに大きく分けました。そして、生ごみの処理としてはバイオ

ガス化処理と堆肥化処理の２つを挙げ、可燃物の処理としてはＲＤＦ化処理、炭化処理及

び焼却処理の３つを挙げました。なお、従来型と言われる焼却処理については、全国的に

も実績が多く処理技術も確立されており、可燃物の他汚泥等の処理も可能な処理対象物の

範囲が広い処理方法ですが、焼却灰の溶融固化施設が必要となることから、本委員会では

それらが一体化され次世代型と言われるガス化溶融処理について検討しました。また、生

ごみを分別して処理した場合には、検討の１方式として、恵庭市と北広島市の２市でバイ

オガス化処理、長沼町・南幌町・由仁町の３町で堆肥化処理を行った場合も考えました。

これにより、パターンは次に示すように１２通りとなりました。 
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生 ご み の 処 理 可 燃 物 の 処 理 
ﾊﾟﾀｰﾝ No 

ﾊﾞｲｵｶﾞｽ化処理 堆肥化処理 ＲＤＦ化処理 炭化処理 ｶﾞｽ化溶融処理 

Ⅰ－Ａ－１ ●（２市） ●（３町） ●   

Ⅰ－Ａ－２ ●（２市） ●（３町）  ●  

Ⅰ－Ａ－３ ●（２市） ●（３町）   ● 

Ⅰ－Ｂ－１ ●  ●   

Ⅰ－Ｂ－２ ●   ●  

Ⅰ－Ｂ－３ ●    ● 

Ⅰ－Ｃ－１  ● ●   

Ⅰ－Ｃ－２  ●  ●  

Ⅰ－Ｃ－３  ●   ● 

Ⅱ－１   ●   

Ⅱ－２    ●  

Ⅱ－３     ● 

 

この１２通りのパターンについて、生成物量・残渣量等の物質収支に関するもの、減量

化率・資源化率・埋立処分率・建設費・維持管理費などの各指標値に関するものをとりま

とめ、協議を行いました。資源化率、エネルギー指標はパターンⅠ－Ｃ－１、減量化率は

パターンⅡ－３が最も良くなっています。 

また、個々の処理方法について、その特徴や課題、生成物（バイオガス、堆肥、ＲＤＦ、

炭化物、スラグ等）の有効利用の可能性などを検討しました。 

これらの協議・検討、さらには、計３回開催された「道央地域ごみ処理広域化推進協議

会シンポジウム」におけるアンケート調査結果を勘案し、上記の結論（上表におけるパタ

ーンⅠ－Ｃ－１）に至りました。なお、Ｉ－Ａ－１案が、平成１２年１１月に策定された

「ごみ処理広域化施設整備基本方針（案）」に対応します。 

 

●理由 

【ごみの分別排出】 

循環型社会を構築するためには、排出者一人一人の意識が大きな役割を果たすことにな

るので、分別の意味を十分に周知すると共に、これによりごみとなっていた有用物を資源

として有効に利用できる意義を暮らしの中で定着する方策を選択するべきであり、このた

めに本広域においても容器包装リサイクル法や家電リサイクル法等で定める様々な分別を

実施することはもちろんのこと、生ごみを分別収集し、資源化を図ることが必要であると

考えます。 

本広域では、長沼町・南幌町・由仁町の３町が従前から生ごみの分別収集を実施してお
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り、分別への排出者の協力も概ね良好であると思えます。 

また、第２回シンポジウムでのアンケート調査においても、生ごみの分別収集を２市３

町で行うべきであると回答した人が６８％（参加者１５０名、アンケート回収率７２％）

を占めており、高い割合となっています。 

このような事柄を踏まえ、本広域においては恵庭市・北広島市の２市においても生ごみ

を分別収集する方が望ましいと考えます。従って、生ごみを分別し、生ごみと可燃物を別々

に処理する方式を選択することが適切と考えます。 

 

【生ごみの処理】 

生ごみの処理としては、バイオガス化処理と堆肥化処理について検討しました。 
 

堆肥化処理は、長沼町・南幌町・由仁町の３町が従来から既に取り組んでおり、地域に

根ざした処理が行われ、技術的な蓄積もあり、かつ製造された堆肥は有効に利用されてい

ます。本委員会では、副資材として、現在３町で利用している籾殻にかわって、木材チッ

プを使用した場合の製造堆肥の良質性について提案されており、木材チップなど、堆肥化

物から回収して繰り返し使用できる資材を使用することによりさらなる利用が期待されま

す。 

ただし、堆肥化処理を３町の他、恵庭市・北広島市の２市に拡大する場合には、堆肥化

量が膨大となり、堆肥の利用先の確保が大きな課題となります。しかしながら、木材チッ

プなどを利用して製造した良質堆肥の場合には、現在は主に畑での利用のみとなっていま

すが、本広域において多くの耕地面積を有する水田での利用が可能となります。また、堆

肥は生ごみの他、下水道汚泥や家畜ふん尿から製造されますが、本広域での下水道汚泥か

らの堆肥製造量は僅かであり、家畜ふん尿からの堆肥製造については、現在具体的な計画

がない状況にあります。堆肥は、水田・畑の他、公園・街路などでの使用も可能でありま

す。２市３町のこれら耕地面積全体の約１０％で生ごみから製造した堆肥を利用してもら

うと（下水道汚泥を含めると約１１％）、全量捌けることになります。具体的な利用先は今

後の課題として残りますが、堆肥化処理は有効な処理方法であると考えます。 
 

一方、バイオガス化処理は、発生ガスによる発電とその電力の自家消費、あるいはガス

燃焼による熱供給が可能で有効な処理方法ではありますが、生ごみのみを対象とした実稼

働施設が未だなく、実用化に向けた開発段階にあります。いくつかの実証施設において実

験・研究がなされていますが、その規模はいずれも小さく、本広域で想定している施設（２

市で８７ｔ/日）において処理するにはリスクが大きいと考えます。 
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また、処理に伴い発生する汚水処理の課題があり、下水道放流が可能な地域に設置する

必要があるなど、設置場所に対する制約条件も生じます。 

さらに、バイオガス化後の汚泥処理の問題があります。汚泥から堆肥を製造することが

考えられますが、実証プラントでは製造実績がないため、本委員会では良質な堆肥が製造

されるかの判断が難しい状況にあります。仮に堆肥製造が困難な場合には、汚泥は埋立処

分する必要があります。 
 

以上のことから、本広域における生ごみの処理としては、２市３町で堆肥化処理を行う

のが相応しいという結論となりました。 

なお、施設整備にあたっては、３町の現有堆肥化施設が更新時期を迎えていることもあ

り、１施設とした方が建設費や維持管理費の面などからも効率的でありますが、堆肥利用

者の利便性等を考慮すると複数の施設とした方が望ましい場合もありますので、総合的な

視点から判断する必要があると考えます。 

 

【可燃物の処理】 

可燃物の処理としては、ＲＤＦ化処理、炭化処理、ガス化溶融処理の３つについて検討

しました。 
 

ＲＤＦ化処理は、プラントメーカーによる技術的な差異はあるものの、実稼働施設が全

国で４０カ所以上に達しており、道内にも既に１０年以上にわたって稼働している事例も

あり、技術的には確立されております。また、乾燥工程等において発生するダイオキシン

類対策も技術的に確立されております。 

ただし、製造したＲＤＦの利用先確保が課題となり、ＲＤＦ化処理を見送る自治体もあ

りますが、本広域においては、近郊の製紙工場にＲＤＦを燃料として供給できる見込みで

あります。さらに、この製紙工場では現在札幌市からのＲＤＦを受入れていますが、札幌

市では、近々全量を札幌市内で使用する計画が進行中であります。 

以上のことから、利用先確保の課題は克服できると考えられます。また、ＲＤＦの性状

についても、ごみの分別を徹底することにより、製紙工場より条件として示されている低

位発熱量 4,000kcal/kg 以上、塩素濃度 0.5％以下をクリアできるものと考えます。 
 

炭化処理は、実稼働施設はないものの、現在２施設（７０ｔ/日、２１ｔ/日）が建設中

であり、また２０ｔ/日の実証プラントが稼働している状況にあります。製造される炭化物

は、コークスや微粉炭の代替燃料として利用が可能であり、処理するごみ量の約１/４（生
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ごみを含む場合には約１/８）になるので、貯留や輸送が容易となるメリットがあります。 

また、土壌改良材等広範囲の利用も検討されていますが、実際の利用実績がないため、

今後、生産される炭化物の品質や利用先についての調査・開拓をする必要があります。 
 

ガス化溶融処理は、実稼働施設はまだ少ないですが、現在施設建設が多く行われていま

す。また、資源化が不向きな紙ごみなどの廃棄物への対応、堆肥化残渣等の資源化残渣へ

の対応、災害時の衛生処理といった不測の事態への対応などが可能なため、ごみの適正処

理に関しては有効な処理であります。しかしながら、本広域においては、生ごみを除いた

可燃物を処理する場合の施設規模は７３ｔ/日となっており、発電を含めた有効な熱利用を

図るためには、規模が小さすぎ、エネルギーの有効利用の観点からは劣るものと考えます。

従って、今後の循環型社会への移行を考慮すると、分別収集を取り入れたリサイクルへの

道を選択すべきであると考えます。 
 

以上のことから、本委員会では、本広域における可燃物の処理としては、ＲＤＦ化処理

が相応しいという結論となりました。 

 

●留意点 

本広域において、今後、生ごみの堆肥化処理、可燃物のＲＤＦ化処理を実施していくに

あたって留意すべき事項として、本委員会では次のように提言いたします。 

 

【ごみの排出】 

・ごみの減量をなお一層推進する必要があります。そのためには、排出者に減量努力を

促す種々の工夫が必要であります。また、排出者が自発的に減量に向かって努力する

体制をつくることも必要であります。 

・適正な処理及び製造された堆肥やＲＤＦの利用を促進させるためには、住民の他、事

業者を含む排出者の分別に対する協力が絶対条件であります。３町ではすでに分別収

集をしていますが、より徹底した分別が必要でありますし、２市においては新たな分

別でありますので、徹底した分別を排出者に求めることはもちろんのこと、住民組織

や各種の市民団体と力を合わせて分別方法や排出時のルール、分別目的の周知・徹底

を行っていく必要があります。 

・分別の周知徹底及び分別精度向上策検討のために、新処理方式実施以前に、モデル地

区を設けて分別収集を試行することなどが必要であります。 
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【堆肥化処理】 

・堆肥化処理を行うにあたっては、生ごみの分別排出の徹底、良質堆肥の製造、製造堆

肥の利用先の確保が大きな課題です。従って計画推進にあたっては、関係者と協議を

行うなど、これらの課題を克服するための努力が必要であります。 

・製造した堆肥が、確実に利用されるためには、利用先に関する調査を行う必要があり

ます。農業者とタイアップして利用先を確保することはもちろんのこと、農家を含む

住民にヒアリングを行うなどして、利用先及び利用量（供給量）の調査を詳細に行う

必要があります。 

・生ごみのみを対象として処理するのではなく、し尿・汚泥や家畜ふん尿などと一緒に

処理することにより、より良質な堆肥が製造できると考えます。 

・設置場所の選定にあたっては、ごみの運搬を考慮するほか、生ごみからの悪臭が問題

となることが多いため、施設における対策はもちろんのこと、周辺土地利用状況、風

向きなどを考慮する必要があります。 

・農業の変遷、季節的な需要の変動などを考慮して保管施設等の規模を決定するべきで

あります。 

・搬入されるごみの性状などを勘案し、適切な処理システムを検討する必要があります。  

・生ごみの収集袋を紙製など堆肥化可能な素材のものとして、残渣量を減らすよう工夫

することが必要であります。 

・副資材として、木材チップを使用することが望ましいと考えます。現在、長沼町・南

幌町・由仁町の３町では籾殻を副資材として使用していますが、木材チップを使用す

ることにより、水田での堆肥の利用も可能となります。なお、木材チップは、入手が

困難であるかもしれませんが、その場合には、廃木材をチップ化する方法などがある

ものと考えます。 

・製造する堆肥は、完熟堆肥であることが望ましいと考えますが、需要者の堆肥利用方

法を調査した上で、需要者の要望に適した堆肥を製造することが必要と考えます。 

・利用者に適切な方法で堆肥を利用してもらうため、利用者への利用方法の啓蒙が必要

であります。 

 ・処理残渣についての適切な処理の検討が必要である。 

【ＲＤＦ化処理】 

・ＲＤＦ化処理を行うにあたっては、可燃物の分別排出の徹底、ＲＤＦの利用先の確保

が大きな課題です。これらの課題を克服するための努力が必要であります。 
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・ごみの運搬、製造したＲＤＦの輸送、周辺環境への影響などを考慮の上、設置場所を

選定する必要があります。 

・容器包装リサイクル法などによる資源化対象物を考慮の上、施設規模を算定する必要

があります。 

・搬入されるごみの性状などを勘案し、適切な処理システムを検討することはもちろん

のこと、乾燥工程等におけるダイオキシン類対策など環境影響に配慮した処理施設と

するよう、十分検討する必要があります。 

・本広域の近郊の製紙工場においてＲＤＦの利用が可能な計画でありますが、将来に不

安を残さないためにも、さらなる利用先の確保が必要であると考えます。 

 ・ごみ処理の責任を全うするために、環境対策の充実した利用先を選定することが重 

要であります。 

・製造されたＲＤＦを、例えばＲＤＦ化処理の乾燥工程に必要な熱源として利用するな

ど、本広域内における利用可能性について検討することが必要であると考えます。 

・処理残渣は埋立処分をすることになるので、処理残渣の少ないシステムの選定を行う

ことはもちろんのこと、その適切な処理が必要となります。 

 
 

以上、本委員会が提示したごみ処理方法については、ごみの分別排出など、特に住民の

協力が必要不可欠であり、住民との対話を十分行って合意形成を図ることが重要です。 

また、地方自治体としては、当然のことながら、確実にそして適正にごみ処理を行うこ

とが求められますが、循環型社会の構築とごみ処理全体における物質収支の関連や、施設

建設費・維持管理費等のごみ処理コストの低減など、本委員会において議論が十分といえ

ない事項について、実稼働施設からのヒアリングを行うなど、詳細に検討する必要がある

と考えます。 

従って、今後、本委員会で提言した留意点等の課題をクリアする具体策や、ごみ処理方

法に関する技術的動向など、他の処理方法との比較も含めて、さらに精査検討を加え、  

循環型社会の構築を目指した段階的な処理方法の導入など、確実な見通しと長期的な展望

のもとに総合的な判断をされるよう申し添えます。 
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